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１．高圧噴射攪拌工法とは

小型ボ リングマシンで セメントスラリ を超高圧で地中に噴射し地盤を固結させ小型ボーリングマシンで、セメントスラリーを超高圧で地中に噴射し地盤を固結させ
る工法

ボーリングマシンボーリングマシン

地表面

土超高圧ジ ト

地表面

土超高圧ジ ト 土超高圧ジェット 土超高圧ジェット

改良体改良体

【従来の利用方法】 仮設利用がほとんど【従来の利用方法】 仮設利用がほとんど仮設利用がほとんど

〈土留め欠損防護〉 〈土留め底版改良〉 〈シールド発進防護〉

土留め壁

〈土留め欠損防護〉 〈土留め底版改良〉 〈シールド発進防護〉

土留め壁

改良部分

改良部分

改良部分

改良部分
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改良部分
改良部分

改良部分
改良部分



２．開発の背景とニーズ

東海 東南海 南海地震をはじめとした巨大地震の発生が予想されている東海・東南海・南海地震をはじめとした巨大地震の発生が予想されている。

巨大地震の
30年間発生確
率率

高圧噴射撹拌工法の本設利用のニーズも増加

岸壁の耐震 開削トンネルの耐震 配管基礎および建物の耐震
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高圧噴射撹拌工法の本設利用のニーズも増加



３．マルチジェット工法概要（ＭＯＶＩＥ）
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４．マルチジェット工法の特徴

①①自由形状自由形状①①自由形状自由形状

壁状・格子状改良多方向改良扇形改良
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４．マルチジェット工法の特徴

②②大口径改良大口径改良②②大口径改良大口径改良

 

半径4.0m(関東ローム) 造成中心
半径4.0m(関東ローム) 造成中心

従来工法 

：改良直径最大5.0ｍ 

2.5ｍ 

4.0ｍ マルチジェット工法 

：改良直径最大8.0ｍ 
関東ローム関東ローム

半径4.3m(粘土質砂礫)

粘土質砂礫

GL-3.3

半径4.3m(粘土質砂礫)

粘土質砂礫

GL-3.3

半径4.0m(砂質土)
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４．マルチジェット工法の特徴

自由形状と大口径改良の特徴により低コスト 工期短縮を実現自由形状と大口径改良の特徴により低コスト・工期短縮を実現

・改良体積の低減

・施工本数の低減

 
必要改良範囲

・排泥処分の低減

コ ス ト ダ ウ ン
＋

改良体積 ３０％程度減  

⇒ 排泥体積 ３０％程度減 

従来 法 ジ 法

＋
工 期 短 縮

＋
環 境 負 荷 軽 減従来工法 マルチジェット工法 環 境 負 荷 軽 減
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５．港湾・空港施設への適用性（１）

周辺地盤の変状対策（１）周辺地盤の変状対策（１）周辺地盤の変状対策（１）周辺地盤の変状対策（１）

一般的に、高圧噴射攪拌工法は排泥を排出するため周辺地盤の変状リスクが低い

◆排泥管理システム

般的に、高圧噴射攪拌工法は排泥を排出するため周辺地盤の変状リスクが低い

ただし、排泥が閉塞した場合、地盤変状をきたす恐れがある排泥が閉塞した場合、地盤変状をきたす恐れがある。

高圧噴射攪拌 シ

排泥管理システムを用いたリアルタイムな排泥管理が可能

のぞき窓
高圧噴射攪拌工マシン

圧縮空気

高圧ジェット水

（負圧発生） 

排泥

風量計（造成エアー量の管理）
排泥 排泥吸引装置 

排泥
圧力センサ

 

排泥 

圧力センサー（排泥圧力の管理）
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排泥吸引システム（負圧による吸引）
風量計 



５．港湾・空港施設への適用性（１）

周辺地盤の変状対策（２）周辺地盤の変状対策（２）
◆排泥閉塞防止用ツールス

バックエア機構 地内圧測定機構

周辺地盤の変状対策（２）周辺地盤の変状対策（２）

上向きエアにより排泥の排出がスムーズになる
エア吐出口

バックエア機構

地表面
排泥がスムーズに排出

地内圧測定機構

地内圧をリアルタイムで監視

000

地盤
上向きエアを吐出

近接構造物

地内圧測定センサー

改良体

超高圧ジェット

マルチジェット改良体

地内圧測定センサー

バックエア管 砂礫層 地内圧測定センサー

排泥管理システムによるリアルタイム排泥管理に加え、排泥閉塞防止用ツールス
を併用した情報化施工を行うことで、周辺地盤の変状を防止できる。
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５．港湾・空港施設への適用性（１）

【マルチジェットの排泥管理方法】

① 排 泥 管 理 シ ス テ ム

【マルチジェットの排泥管理方法】

＋

②排泥閉塞防止用ツールス

高度な変状防止対策

リアルタイム計測による情報化施工

【重要構造物直下の地盤改良実績あり】

＊変状無しで施工完了済

重要構造物
ＲＣスラブ
（h=30cm）（h 30cm）

マルチジェット工法改良体
10～20m程度
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ルチジ ット 法改良体



６．港湾・空港施設への適用性（２）

スラリ 漏洩リスクの低減スラリ 漏洩リスクの低減スラリー漏洩リスクの低減スラリー漏洩リスクの低減

矢板式護岸の背面を改良する場合、矢板に向けて直接噴射せずに近接した施工が
可能であるため 海へのスラリー流出のリスクを軽減することが可能

●マルチジ ット工法全体図 ●従来工法

可能であるため、海へのスラリ 流出のリスクを軽減することが可能

 ●マルチジェット工法全体図 ●従来工法

格子状 

改良

鋼矢板 スラリー流出の危険性高 スラリー流出の危険性低

矢板付近拡大 

鋼 板 スラリー流出の危険性高 スラリー流出の危険性低
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７．施工事例（１） Ａ社物流施設地震（液状化対策工事）

工事内容：地震時の岸壁変位を抑制するため 背面を格子状に地盤改良する工事工事内容：地震時の岸壁変位を抑制するため、背面を格子状に地盤改良する工事

マルチジェット仕様ルチジ ット仕様

半径
角度
改良長

R=2.0m
25°
約11m改良長

対象土層
約11m
埋土(砂)

格子状改良を効率良く施工することが可能

岸壁法線

1
.
5
m

B (不飽和)

鋼矢板 表層改良
Dep=2

1.28m

M-No.
D-2

D.L=4
.79m

Ｎ 値
0 102030405060

上部コンクリート既設桟橋

格子状改良を効率良く施工することが可能

6
.
0
ｍ

マルチジェット径2.0ｍ

1
1
.
0
m

Bs (不飽和)

Bs (飽和)

As

海側壁(ﾏﾙﾁｼﾞｪｯﾄ)

陸側壁（排土式CDM)

格子直交壁（排土式CDM）

格子直交壁（排土式CDM)

マルチジェット工法

6
.0

ｍ

排土式CDM φ1000

10.0m

As

T格子直交壁（ﾏﾙﾁｼﾞｪｯﾄ）

木杭
マルチジェット工法

10.0ｍ
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標準平面図標準断面図



８．施工事例（２） Ｂ社Ｆ工場地震（液状化）対策工事

工事内容：地震時の岸壁変位を抑制するため 背面を格子状に地盤改良する工事工事内容：地震時の岸壁変位を抑制するため、背面を格子状に地盤改良する工事

表層改良
標準断面図

岸壁法線
約6m

工場

m
1
.5

m

表層改良
表層改良

工場

1
0
m

工場

岸壁

マルチジェット工法

5m

平面配置図

4
m

平面配置図

マルチジェット
造成マシン

0.6m

狭隘な場所での施工が可能

マルチジェット工法
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0.6m 0.6m 狭隘な場所での施工が可能



９．液状化対策における格子状改良の工法比較

◆在来工法とのコスト比較（格子状改良 改良率５０％）◆在来工法とのコスト比較（格子状改良、改良率５０％）

項 目 在来工法（φ２．５ｍ） マルチジェット工法
10000 10000

φ2.5m

10000

φ3.5m
φ4.5m

10000

概 要 図 対象施設 対象施設概 要 図 対象施設 対象施設

改良率５０％ 改良率５０％

改 良 体 積 0.67㎡／改良㎡ （1.0） 0.54㎡／改良㎡ （0.8）

排 泥 量 改良体積×1.0 （1.0） 改良体積×0.8 （0.6）

期 数 ㎡ （ 0） 数 ㎡ （0 9）
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工 期 孔数 15.4孔/100㎡ （1.0） 孔数 14.3孔/100㎡ （0.9）



９．液状化対策における格子状改良の工法比較

◆在来工法との格子形状比較（格子状改良 改良率５０％）◆在来工法との格子形状比較（格子状改良、改良率５０％）

項 目 在来工法（φ２．５ｍ） マルチジェット工法

46008000

概 要 図

32
00

80
00

同改良率（＝５０％）を確保した状態で格子間隔を小さくすることができる。
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⇒⇒低土被り部など、格子状改良の適用範囲を拡大できる。低土被り部など、格子状改良の適用範囲を拡大できる。



１０．施工実績
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